
地層処分技術に関する研究開発

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
（http://www.jaea.go.jp/04/tisou/toppage/top.html）
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人工バリア

緩衝材ガラス固化体

オーバーパック

ガラス固化体，

オーバーパック，

緩衝材の総称

地層

† 地質環境…地層処分の観点からみた地下の環境で， 
　　　　　　　    岩盤とそこに含まれる地下水などからなる 

† 

　原子力発電所で燃やしたウラン燃料 （使用済燃料） を再処

理し，燃え残ったウランと新しくできたプルトニウムを取り出し，

再び燃料として発電に利用する一連の仕組みを 「核燃料サイ

クル」 といいます。 わが国は，この核燃料サイクルの確立を原

子力開発利用の基本方針としています。 

   使用済燃料の再処理によって発生する高レベル放射性廃

液は，ガラス原料と混ぜて加熱・溶融し，ステンレス容器に注

入固化し，物理的・化学的に安定したガラス固化体とします。

ガラス固化体は，冷却のために 30 年から 50 年程度貯蔵し

ます。 その後， 地下300 m以上の深さの地層中に処分 （地

層処分） することが法律で定められています。

　地層処分とは，地層が持っている物質を閉じこめる能力を利

用し，人工的なバリアと組み合わせた多重の防護機能によっ

て，高レベル放射性廃棄物 （ガラス固化体） を長期にわたっ

て安全に人間の生活環境から隔離しようとするものです。

高レベル放射性廃液を

ホウケイ酸ガラスと高温

で溶かし合わせ，固化し

たもので，地下水への

放射性核種の溶出を抑

制するもの

オーバーパックと岩盤の

間に充填し，地圧など

の外力からガラス固化

体を保護するとともに地

下水の浸入や放射性物

質の溶出 ・ 移行を制御

するもの

ガラス固化体を包み

込み，ガラス固化体

に地下水が接触する

ことを防止するもの



地層処分計画の進展 
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第 2 次取りまとめ
「地層処分の技術的信頼性」

第 1 次取りまとめ
「地層処分の技術的可能性」

特定放射性廃棄物の最終
処分に関する法律の制定及び

原⼦⼒発電環境整備機構設⽴（ʼ00）
1970

2000

JAEAにおける研究開発

地層処分研究
開始(ʼ76)

国の政策・実施主体（NUMO）による処分事業

第1次取りまとめ(ʼ92)
「地層処分の技術的可能性」

第2次取りまとめ(ʼ99)
「地層処分の技術的信頼性」

東濃鉱⼭での
地層科学研究(ʼ86〜ʼ04)

釜⽯鉱⼭での
地層科学研究(ʼ88〜ʼ98)

東海ｴﾝﾄﾘｰ
試験開始(ʼ93)

試験開始(ʼ99)
東海ｸｵﾘﾃｨ

瑞浪:坑道の埋め
戻し完了(ʼ22)

超深地層研究所計画
(瑞浪)開始(ʼ96)

幌延深地層研究
計画開始(ʼ01)

H17年度成果
取りまとめ(ʼ05)

第1次TRU
ﾚﾎﾟｰﾄ(ʼ00)

第2次TRU
ﾚﾎﾟｰﾄ(ʼ05)

第1期中期計画
成果取りまとめ
CoolRepH22(ʼ10)

第3期中⻑期計画
成果取りまとめ
CoolRepR4(ʼ22)

第2期中期計画
成果取りまとめ
CoolRepH26(ʼ14)

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律の⼀部改正(ʼ07)

特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本⽅針の改定(ʼ15)

1980

1990

2010

2020

2015

科学的特性マップの公表(ʼ17)
⽂献調査の開始(ʼ20)

NUMO包括的技術報告書の公表(ʼ21)

第6次エネルギー基本計画改訂(ʼ21)

地層処分研究開発に関する全体計画
（令和5年度〜令和9年度）(ʼ23)

特定放射性廃棄物の最終処分
に関する基本⽅針の改訂(ʼ23)

   わが国における地層処分技術に関する研究開発は，1976 年にはじ

まりました。 日本原子力研究開発機構は中核的な研究開発機関として

1992年と1999年の 2 度にわたり，それまでの研究開発の成果を取りま

とめ，わが国における地層処分の技術的可能性，技術的信頼性を示して

きました。 とくに，1999 年の 「わが国における高レベル放射性廃棄物

地層処分の技術的信頼性 - 地層処分研究開発第 2 次取りまとめ -」

を技術的拠り所として，2000 年に特定放射性廃棄物の最終処分に関す

る法律が制定され，実施主体である原子力発電環境整備機構 （NUMO）

が設立されるなど，わが国の地層処分計画は事業段階に踏み出しました。

また，2017 年 7 月には 「科学的特性マップ」 が公表されるとともに，そ

れらを踏まえた全国シンポジウム，科学的特性マップに関する対話型説明

会などが開催されてきました。 2020 年には文献調査が開始されました。

さらに，2021 年 10 月に第 6 次エネルギー基本計画が策定され，2023

年 4 月に特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針が改定されま

した 。 事業段階にあるわが国の地層処分計画において， 研究開発には

地層処分技術の信頼性をさらに高め， その技術基盤を継続的に強化して

いくことが求められています。



国の基盤研究開発の役割と体制
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地層処分研究開発調整会議

※TRU 廃棄物 （超ウラン核種を含む放射性廃棄物） ： 再処理施設及び MOX 燃料

加工施設から発生する低レベル放射性廃棄物で， ウランより原子番号が大きい人

工放射性核種 （TRU 核種） を含む廃棄物

地層処分研究開発調整会議

国・関係研究機関 NUMO
特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本⽅針（平成２７年５⽉閣議決定）

基礎・基盤 実⽤・実践
※「第7回地層処分研究開発調整会議」における資料をもとに作成

資源エネルギー庁は，2005年7月に 「地層処分基盤研究

開発調整会議」 という新しい枠組みを作って，国の基盤研

究開発をより効果的に進める体制を整えました。 その後，

最終処分法における基本方針を受け設置された原子力委員

会放射性廃棄物専門部会が2016年9月に取りまとめた評

価報告書における提言を踏まえ，「地層処分研究開発調整

会議」 として改変（2017年5月） されました。

この調整会議では，国及び関係研究機関による基盤研究開

発と NUMOの実施する技術開発計画とを一体化した計画を

策定（2018年3月） し，2020年3月に改訂 【「地層処分

研究開発に関する全体計画（平成30年度～令和4年

度）」】 しました。

2022年に 「地層処分研究開発調整会議」 が再開されて，

2018年度からの研究開発実績や地層処分事業をめぐる情

勢を踏まえつつ， 外部有識者を交えて議論が行われ2023

年3月に 「地層処分研究開発に関する全体計画 （令和5

年度～令和9年度）」 が策定されました。

   地層処分研究開発調整会議では，高レベル放射性廃

棄物及び TRU 廃棄物※の地層処分等の研究開発を対象

として，以下の項目に関する審議・調整を行います。

 ①研究開発全体計画の策定

   「地層処分研究開発に関する全体計画」を策定します。

 ②研究開発の連携に関する調整

   研究開発に関する連携や役割分担の調整を行います。

 ③成果の体系化に向けた調整

   次期全体計画の策定を目的とした成果の体系化に向

　 けた調整を行います。

 ④研究開発の重複排除の調整

   研究開発全体で重複や抜け落ちが生じないように調整

   を行います。

• 原⼦⼒発電環境整備機構（NUMO）
• 経済産業省（資源エネルギー庁），⽂部科学省
• 関係研究機関 (JAEA，電中研，産総研，原環センター，

量研機構，電事連，⽇本原燃）基礎・基盤

実⽤・実践

最終処分の安全規制・安全評価のために
必要な研究開発・深地層の科学的研究等
の基盤的な研究開発及び地層処分技術の
信頼性の向上に関する技術開発等

最終処分事業の安全な実施、経済性及び
効率性の向上等を⽬的とする技術開発



日本原子力研究開発機構の研究開発目標と課題 
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地質環境特性の調査・ 
評価技術の開発 

地質環境の長期安定性 
に関する研究 

（隆起・侵食，地震・断層活動， 
  火山活動，ﾅﾁｭﾗﾙｱﾅﾛｸﾞ等） 

人工バリア等の基本特性 
データベースの開発 処分場閉鎖等の工学 

技術の信頼性向上 

核種移行データベースの 
整備 

安全評価モデルの高度化 

人工バリア等の長期複合 
挙動に関する研究 

安全評価シナリオの充実 

深地層における工学技術 
の基礎の開発 

深地層の 
科学的研究 

安全評価手 
法の高度化 

工学技術の 
信頼性向上 

地層処分研究開発 

実際の地質環境への地層 
処分技術の適用性確認 

地層処分システム 
の長期挙動の理解 

研究課題 

目標 

処分技術および安全評価 
手法の実際の地質環境へ 

の適用性の確認 

知
識
ベ
ー
ス
の
開
発
、
知
識
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
構
築

   日本原子力研究開発機構では地層処分技術の信頼性をさらに高めていく観点から，

「実際の地質環境への地層処分技術の適用性確認」 と 「地層処分システムの長期挙動

の理解」という2つの目標を掲げて，また，「地層処分研究開発」と「深地層の科学的研究」

という2つの領域を設けて研究開発を進めています。 地層処分研究開発は， 地層処分シ

ステムに関する 「工学技術の信頼性向上」 と 「安全評価手法の高度化」 を目指しており，

深地層の科学的研究は， これら地層処分研究開発の基盤となるものです。

   2つの研究開発目標を達成するため， 日本原子力研究開発機構では 「深地層の科学

的研究」，「工学技術の信頼性向上」，「安全評価手法の高度化」 という枠組みにおいて，

それぞれ研究開発課題を明確にし，相互に連携させながら研究開発を進めています。また，

得られた研究開発成果については， 地層処分の安全確保の考え方や評価にかかるさまざ

まな論拠を支える 「知識ベース」 として体系化しています。



実際の地質環境への地層処分技術の適用性確認 
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坑道掘削技術

地下施設の設計・施工技術

人工バリア挙動
評価技術

坑道閉鎖技術

坑道壁面の
地質観察

処分システムの
設計・安全評価技術

瑞浪：2004年度(平成16年度)終了

幌延：2005年度(平成17年度)終了

瑞浪：2013年度(平成25年度)終了

幌延：2015年度(平成27年度)終了

瑞浪：２０１９年度(令和元年度)終了

幌延：研究を継続中

物理探査

ボーリング調査

第１段階
地上からの

調査研究段階

第1段階
地上からの

調査研究段階

第１段階
地上からの

第2段階
坑道掘削時の
調査研究段階

第3段階
地下施設での
調査研究段階

深地層の研究施設計画

地質環境の
調査・評価技術

必須の課題取りまとめ

平成27年度から令和元年度までに実施
した調査研究の成果の取りまとめ

試験坑道

緩衝材

ﾋｰﾀｰ 岩盤

水圧計等

緩衝材
ﾋｰﾀｰ

試験坑道

坑道周辺の
地質環境調査

  1つめの目標である 「実際の地質環境への地層処分技術の適用性確

認」 については， 北海道幌延町の幌延深地層研究所と岐阜県瑞浪市

の瑞浪超深地層研究所の２つの深地層の研究施設などを活用し， 段階

的に研究開発を進めながら， これまでに整備してきたさまざまな技術を

実際の地質環境に適用し， その信頼性を確認してきました。 特に， 平

成26年度の原子力機構改革を契機に研究開発の合理化を図り， 深地

層の研究施設で重点的に取り組んでいくべき課題 （必須の課題※） を

抽出し取り組んできました。 これら必須の課題については， 令和元年

度までの成果を報告書として取りまとめ， 大深度の水平地下空間を安

全に掘削し維持する技術や地下空間を活用しながら大深度の地質環境

を調査評価する技術が確立できたことを示しました。 これにより， ここま

でを当初の研究開発目標としていた超深地層研究所計画については，

その目標を達成したため令和元年度をもって研究開発を終了しました。

幌延深地層研究計画については， 実際の地質環境における人工バリア

の適用性確認， 処分概念オプションの実証， 地殻変動に対する堆積岩

の緩衝能力の検証の研究課題に引き続き取り組んでいます。

※必須の課題
平成 22 年度～平成 25 年度までの深地層の研究施設計画
の成果や国での議論などを踏まえて抽出した深地層の研究施
設で実施すべき以下に示す課題。
(1) 幌延深地層研究計画 ：①実際の地質環境における人工
      バリアの適用性確認，②処分概念オプションの実証，③地
      殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証
(2) 超深地層研究所計画 ：①地下坑道における工学的対策
      技術の開発，②物質移動モデル化技術の開発，③坑道
      埋め戻し技術の開発

【日本原子力研究開発機構の改革計画に基づく 「地層処分技術
　に関する研究開発」 報告書－今後の研究課題について－
　（H26.9.30） より】



地層処分システムの長期挙動の理解 
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気候・ 
海水準変動 

隆起・沈降 
処分場 

断層活動 

地震動 

侵食 

火山活動 

気候・ 
海水準変動 

隆起・沈降 
処分場 

断層活動 

地震動

侵食 

火山活動 

ガラス固化体 

オーバーパック 

緩衝材 

岩盤 

物質移行 

地下水流動 

ガラス固化体 

オーバーパック 

緩衝材 

岩盤 

地質環境の長期的変遷の把握 

現象理解に基づくモデルの高度化 

 

地形変化シミュレーション

技術の活用

地形変化 ・ 処分場深度変化の解析例
こうした長期間の地形変化が地層処分システムの

性能に及ぼす影響を評価するための取り組みを進

めています。

物質移行

100 万年後

初期状態

処分場の位置

※仮想的に構築し

た地形での評価例

100 万

仮

地形

100
処分場の位置

※※※※仮※※

た地

   2 つめの目標である「地層処分システムの長期挙動の理解」

については，地下深部の地質環境条件やその長期的な変化

に対する理解を深めながら人工バリアや周辺の岩盤中で起こ

る様々な現象をより現実的なデータとモデルで再現するなど，

地層処分システムに関連する現象への理解をさらに進め，評

価の信頼性を高めていきます。

   長期の間にはガラス固化体中に閉じ込められていた放射性

物質が地下水と接触して溶解し，地下水を介して岩盤中を移

動することが想定されます。 そのような長期的な現象を評価す

るため，たとえば地下での人工バリアの状態変遷のモデル化

や核種移行で重要な現象である収着や拡散のモデル化のため

の手法の高度化などを進めています。

   また，地層処分システムに影響を及ぼす可能性のある地震

や火山活動，地殻変動といった天然現象の長期的な変化を

予測し，その影響を評価するために必要となる調査技術やシ

ミュレーション技術などの開発も進めています。

緩衝材への収着分配係数の pH 依存性を核種の粘土鉱物との錯体

形成を考慮した収着モデルにより評価

核種の収着挙動のモデル化

地下水流動

計測結果

解析結果

幌延地下研究施設の人工バリア性能確認試験での計測結果 ( 間

隙水飽和度 ) を熱ー水ー応力連成モデルにより評価

人工バリアの状態変遷のモデル化

解析結果（Sn）
解析結果（Nb）

実験値



研究開発成果の取りまとめと反映 

地層処分に関する国民との相互理解

安全審査指針
・技術基準

安全
審査

深地層の
研究施設
計画

・H17取りまとめ(2005年9月)
・第1段階成果取りまとめ
　(2007年3月)

( )

処分事業
(NUM O )

建設～精密調査概要調査

公募開始
(2002年12月)

精密調査
地区選定

概要調査
地区選定

事業
許可

最終処分施設
建設地選定

概要調査地区
選定環境要件

(2002年9月)

安全審査
基本指針

精密調査
地区選定
環境要件

安全規制
（国）

日本原子力
研究開発

機構

　処分事業
 （原子力発電

  環境整備機構）

深地層の研究施設
計画第 1 段階成果

取りまとめ

深地層の研究施設
計画第 2 段階成果

取りまとめ

CoolRep R4

地上からの調査
研究(第1段階)

地下施設での調査研究
(第3段階)

地層処分技術の信頼性向上と安全評価手法の高度化・知識ベースの開発

坑道掘削時の調査
研究(第2段階)

CoolRepH22
(2010年3月)

CoolRepH26
(2014年9月)

CoolRepR4
(2022年3月)

文献
調査

   研究開発で得られた成果をわが国の地層処分計画を支える

技術基盤として反映するため，日本原子力研究開発機構では， 

処分事業と安全規制のニーズやスケジュールを勘案しつつ段階

的に研究開発成果を取りまとめることとしています。また，こ

れらの研究開発成果については，地層処分に関心のある様々な

ユーザーが Web 上で欲しい情報をスムーズに取り出すことので

きる，Web 上のレポートシステム（CoolRep）として公開します。

1999 年の 「第 2 次取りまとめ」 以降，「高レベル放射性廃棄物

の地層処分技術に関する知識基盤の構築 - 平成17年取りまと

め -」，深地層の研究施設における第 1 段階，第 2 段階の取りま

とめの成果や必須の課題の成果等を段階的に報告書として取り

まとめました。 これに応じて2010年3月には，それまでの研究

開発成果について CoolRepH22 として公開し，その後2014年ま

での成果をもとに CoolRepH26 として，また，2022年3月には

CoolRepR4 として，それぞれ取りまとめています。 

   今後とも， 処分事業と安全規制の段階的な進展に先行して

研究開発を進め， 定期的にその成果を知識ベースとして取りま

とめていきます。
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成果-課題マップ

 各分野の成果と今後の課題を要約して表形
式で整理

CoolRep

本文

カーネル

研究分野毎の

報告書等

個々の成果
（学術論文・技術報告書等）

成果-課題
マップ

本文

 研究開発の位置付けや成果の概要を俯瞰的
に記載

カーネル＊

 各研究分野の最新の成果を簡潔に記載

 各カーネルから個々の成果へリンク

「使用済燃料の直接処分研究開発」

CoolRepR4を構成するカーネル

「深地層の研究施設計画および地質環境の長期安定性」

「処分場の工学技術」

「性能評価研究」

「TRU廃棄物」
* カーネル （KERNEL） :Knowledge 

Elements incorporating Requirements, 

Novelty, Experience and Limitations 

8

   CoolRepは， 日本原子力研究開発機構で得られ

た研究成果に基づき作成された多数の学術論文や

技術報告書， 研究分野毎の報告書等を土台として

おり， 成果が俯瞰できる 「本文」 と， 各分野の成果

を簡潔に記述した 「カーネル」， そして， 成果と今後

必要な研究開発を目視できる 「成果 - 課題マップ」

から構成されています。 また， CoolRepのサイトトッ

プ画面にある 「リソースリスト」 からは， 土台となる

報告書や論文， 学会等の情報やプレス発表， 各種

データベース等にアクセスすることができます。

   今後 CoolRepは，研究開発の進展に伴う新たな

成果の拡充 ・ 変遷を踏まえ成長させていくことが必

要であり， 最新の成果を反映したタイムリーなアップ

デートはもとより， 最新のデジタル技術を活用した成

果の活用の向上や利便性の向上といった取り組み

を継続していきます。

　

CoolRep の構造

8

上部のメニューから各年代に取りまとめられた
CoolRep（本文＋カーネル）へリンクします

「成果-課題マップ」
を見ることができます

「リソースリスト」から
各種報告書・論文・
データベース等にア
クセスできます

CoolRep トップ画面
（https://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/index.html）



研究開発拠点と各研究分野
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（イメージ図）

核燃料サイクル工学研究所

安全評価手法の高度化工学技術の信頼性向上

東濃地科学センター
●土岐地球年代学研究所
●瑞浪用地(旧瑞浪超深地層研究所用地)

●幌延深地層研究計画(堆積岩)

幌延深地層研究センター

工学技術の信頼性向上

安全評価手法の高度化

（イメージ図）

⼟岐地球年代学研究所
（岐⾩県⼟岐市）

幌延深地層研究所
（北海道幌延町）

地層処分放射化学研究施設（クオリティ）
（茨城県東海村）

深地層の科学的研究

地層処分基盤研究施設（エントリー）
（茨城県東海村）

※瑞浪超深地層研究所は2022年1月に
　坑道埋め戻し及び地上施設の
　撤去を完了

　日本原子力研究開発機構では，「深地層の科学的研究」，「工学技術の信頼性向上」，「安全評価手法

の高度化」 という枠組みにおいて，それぞれ研究開発課題を明確にし，相互に連携させながら研究開

発を進めています。

　北海道幌延町の幌延深地層研究センターでは堆積岩を対象とし， 「深地層の科学的研究」， 「工学技

術の信頼性向上」， 「安全評価手法の高度化」 を行ってきましたが， 「深地層の科学的研究」 については

当初の研究開発目標を達成したため， 「工学技術の信頼性向上」 および 「安全評価手法の高度化」 を

対象に研究を進めています。

　一方，岐阜県の東濃地科学センターでは，瑞浪市の瑞浪超深地層研究所において花崗岩を対象とし

た 「深地層の科学的研究」 を行ってきましたが，当初の研究開発目標を達成したため，令和元年度で

研究開発を終了し，坑道の埋め戻し及び地上施設の撤去を完了しました。 また，土岐市の土岐地球年

代学研究所において， 「深地層の科学的研究」 として，地質環境の長期安定性に関する研究を進めて

います。

　茨城県東海村の核燃料サイクル工学研究所では，幌延深地層研究センターや東濃地科学センターで

得られる情報なども活用して， 「工学技術の信頼性向上」，「安全評価手法の高度化」 として，地層処分

システムの設計や安全評価に必要な技術開発を進めています。

140m調査坑道

250m調査坑道

350m調査坑道

500m調査坑道

東立孔東立孔

換気立孔換気立孔

西立孔西立孔
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幌延深地層研究センター

10

（イメージ図）研究管理棟 ・ 試験棟 ゆめ地創館
( 情報公開施設 )

地下施設建設現場

東濃地科学センター

幌延深地層研究所
 （堆積岩）

核燃料サイクル工学研究所

地層処分放射化学研究施設
（クオリティ）

地層処分基盤研究施設
（エントリー）

還元環境を模擬したグローブ
ボックス内における放射性物
質移行データの取得

熱－水－応力連成試験設備

放射性物質の濃度分析

搬送定置 ・ 回収技術の実証
（横置き方式、 PEM 方式）

ガラス固化体

オーバーパック

緩衝材

岩盤

物質移行地下水流動

■ 熱力学・収着・拡散データベース
■ 緩衝材基本特性データベース
■ グラウトデータベース
■ ガラスの溶解に関するデータベース
■ オーバーパックデータベース

東立坑
( 直径 6.5 m)

換気立坑
( 直径 4.5 m)

西立坑
( 直径 6.5 m)

350m 調査坑道

500m 調査坑道

250m 調査坑道

140m 調査坑道

（イメージ図）

坑道へのセメント吹付け遠隔施工試験

瑞浪用地
（旧瑞浪超深地層研究所用地）

土岐地球年代学研究所
様々な分析装置・実験機器を整備

電子プローブマイクロアナライザ
(EPMA)

JAEA-AMS-TONO-5MV （ペレトロン年代測定装置）

東濃鉱山
（閉山措置中）

<施設解体撤去後の状況>

捨石集積場

レーザーアブレーション
誘導結合プラズマ質量分析装置



岐阜県土岐市泉町定林寺 959 番地の 31

〒509-5102　℡ 0572-53-0211

北海道天塩郡幌延町字北進 432 番地 2

〒098-3224　℡ 01632-5-2022

Japan Atomic Energy Agency

Gelogical Disposal Research and Development Department (Oct, 2023)

茨城県那珂郡東海村大字村松 4 番地 33

〒319-1194　℡ 029-282-1133

土岐地球年代学研究所

幌延深地層研究センター

東濃地科学センター

核燃料サイクル
工学研究所

海外機関との研究協力 

古くから孔雀は毒蛇を食べるといわれ，その孔雀を神格化した 

孔雀明王は一切の毒を除き，また，雨を降らせたり止ませたり 

する力を持つ明王として信仰を集めてきました。この孔雀明王 

にちなんで，孔雀の羽の模様を地層処分のシンボルとしてデザ 

インしました。 

重ねられた円は多重バリアシステムを表しています。高レベル 

放射性廃棄物は多重バリアシステムにより，放射能が閉じこめ 

られ，水の存在を考えても決して人間環境に影響を及ぼさない 

ようにできることを示したものです。 

エスポ岩盤研究所 （スウェーデン）グリムゼル試験サイト （スイス） 幌延国際共同プロジェクト （幌延）

フランス 

日本
スイス

英国

ベルギー 大韓民国 

アメリカ合衆国 
SCK CEN・

KAERI 
OECD/NEA  

Nagra 

ANDRA
CEADOE

マークの由来 

地層処分技術に関する

研究開発拠点

ANDRA       ： フランス放射性廃棄物管理機関

CEA          ： フランス原子力 ・ 代替エネルギー庁

DOE          ： 米国エネルギー省

KAERI        ： 韓国原子力研究所

Nagra        ： スイス放射性廃棄物管理協同組合

NDA          ： 英国原子力廃止措置機関

SCK ・ CEN    ： ベルギー原子力研究センター

OECD/NEA ： 経済協力開発機構原子力機関

HIP　　　　　 ： 幌延国際共同プロジェクト

本パンフレットは、 日本原子力研究開発機構　核燃料 ・ バックエンド研究開発部門

地層処分研究開発推進部にて作成しています。
表紙写真提供 ： 広瀬 郁朗 氏

NDA

HIP

 http://www.jaea.go.jp/04/tisou/toppage/top.html
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